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豊島事業関連施設の撤去等に関する報告書 

～豊島中間保管・梱包施設及び特殊前処理物処理施設並びに直島中間処理施設の撤去等～ 

目次案 

 

Ⅰ 豊島中間保管・梱包施設等の撤去等に関する基本方針 

 

Ⅱ 豊島中間保管・梱包施設及び特殊前処理物処理施設の撤去等 

 

１．撤去等の対象施設の範囲及び概要 

 

２．撤去等の手続き方法 

 

３．撤去等の実施事業者 

 

４．撤去等の期間 

 

５．除去・除染の実施 

（１）実施体制等 

（２）環境保全対策 

（３）安全確保対策 

（４）除去・除染の作業内容 

①中間保管・梱包施設の設備等での作業 

・保管ピット 

・ごみクレーン 

・投入ホッパ 

・切出しコンベヤ 

・積込室 

・脱臭剤噴霧装置 

・投入前室 

 

②特殊前処理物処理施設の設備等での作業 

・切断機 

・ドラム缶反転装置 

・作業フード 

・特殊前処理室 

 

③その他の設備等での作業 

・環境集じん設備等 
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・地下排水ピット等 

 

④建築構造物 

 

（５）作業環境測定結果 

（６）除染完了確認調査結果 

（７）除染作業に伴う排水管理 

（８）設備等からの作動油等の回収 

（９）アスベスト・リフラクトリーセラミックファイバー・フロン類への対応 

（10）除染等廃棄物の集積 

（11）環境負荷項目の計測及び集計 

 

６．解体撤去等の実施 

（１）実施体制等 

（２）環境保全対策 

（３）安全確保対策 

（４）解体撤去等の作業内容 

①内装解体 

②建物解体 

③基礎解体 

（５）作業環境測定結果 

（６）施設撤去廃棄物等の分別及び処理委託 

（７）環境負荷項目の計測及び集計 

 

７．施設の撤去等に係る環境計測結果 

 

８．委員又は技術アドバイザーによる撤去完了の確認 

 

９．情報の収集、整理及び公開 
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Ⅲ 直島中間処理施設の撤去等 

 

１．撤去等の対象施設の範囲及び概要 

 

２．撤去等の手続き方法 

 

３．撤去等の実施事業者 

 

４．撤去等の期間 

 

５．除去・除染の実施 

（１）実施体制等 

（２）環境保全対策 

（３）安全確保対策 

（４）除去・除染の作業内容 

①有効活用の対象設備等 

１）前処理系統の設備等での作業 

・豊島廃棄物受入ピット 

・直島ゴミ受入ピット 

・溶融不要物受入ピット 

・可燃物ピット 

・不燃物ピット 

・溶融不要物ピット 

・クレーン 

・グリズリ 

・ホッパ 

・コンベヤ 

・破砕機 

 

２）その他の設備等での作業 

・環境集じん設備（前処理系統の吸引フード、配管） 

・排水処理設備 

 

３）建築構造物 

 

②解体撤去の対象設備等 

１）前処理系統の設備等での作業 

・粗大物搬送コンベヤ 

・粗破砕機供給コンベヤ 

・粗破砕物搬送コンベヤ 
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・粗破砕機等 

 

２）溶融炉系統の設備等での作業 

・溶融炉投入系（ホッパ、コンベヤ） 

・溶融炉、後燃焼室、ボイラ設備 

・ガス冷却設備 

・飛灰処理設備 

・煙道設備 

・煙突設備 

・スラグライン 

 

３）ロータリーキルン系統の設備等での作業 

・ロータリーキルン炉投入系（ホッパ、コンベヤ） 

・ロータリーキルン、後燃焼室 

・ガス冷却設備 

・飛灰処理設備 

・煙道設備 

・キルン残さライン 

 

４）その他の設備等での作業 

・薬剤タンク等 

・その他の機器 

 

５）建築構造物 

 

６．解体撤去等の実施 

（１）実施体制等 

（２）環境保全対策 

（３）安全確保対策 

（４）解体撤去等の作業内容 

①北棟側一部プラント解体 

②南棟側プラント解体 

③南棟建物解体 

④建物等改修工事 

（５）作業環境測定結果 

（６）施設撤去廃棄物等の分別及び処理委託 

（７）環境負荷項目の計測及び集計 

 

７．施設の撤去等に係る環境計測結果 
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８．委員又は技術アドバイザーによる撤去完了の確認 

 

９．情報の収集、整理及び公開 

 

 

（参考資料） 

別紙１ 豊島中間保管・梱包施設等の撤去等に関する基本方針 

別紙２ 豊島中間保管・梱包施設等の撤去等に関する基本計画 

別紙３ 豊島中間保管・梱包施設等の撤去等に関するガイドライン集 

別紙４ 豊島中間保管・梱包施設等の撤去等に関するマニュアル集 

別紙５ 除去除染の作業写真 

別紙６ 解体撤去等の作業写真 
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「豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会に係る 

持ち回り審議のガイドライン」の作成 

 

 

豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会に係る持ち回り審議については、これま

で、持ち回り審議を行うかどうかの判断や、持ち回り審議の方法等が明確化されていな

かったことから、今回、「豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会に係る持ち回り

審議のガイドライン」を新たに作成しようとするものである。 

 

 

 

資 料 ４ ・ Ⅱ ／ １ 

平成３０年９月２３日 
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豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会に係る 

持ち回り審議のガイドライン 
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豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会に係る 

持ち回り審議のガイドライン 

 

１．趣旨 

豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会（以下「フォローアップ委員会」という。フォ

ローアップ委員会の下部組織においては「豊島処分地地下水・雨水等対策検討会」又は「豊島

事業関連施設の撤去等検討会」と読み替えるものとする。）の所掌事項のうち審議すべき事項

について、実施すべき時期が切迫し、次回のフォローアップ委員会での審議・決定では事業の

進捗に重大な支障をきたすおそれがある場合には、持ち回り審議を行うことができるものとす

る。 

本ガイドラインは、持ち回り審議を行う際の方法について定めるものである。 

 

２．持ち回り審議の判断 

審議事項について、持ち回り審議を行うかどうかの判断は、フォローアップ委員会委員長（以

下「委員長」という。フォローアップ委員会の下部組織においては「検討会座長」と読み替え

るものとする。）が行う。 

 

３．持ち回り審議の方法 

持ち回り審議を行う際には、以下のとおり対応するものとする。 

１）原則として持ち回り審議は電子メールにより行い、持ち回り審議を行う旨の通知を電話あ

るいは書面郵送により実施する。必要に応じて委員への訪問・説明を行う。 

２）審議事項について各委員に対して意見照会を行う。併せて関係者に持ち回り審議の実施と

審議事項を通知する。 

３）各委員からの意見照会の結果等を委員長に報告し、これに委員長の意見を付して、各委員

及び関係者に通知する。 

４）上記３）の通知に対する各委員からの意見を委員長に報告する。あわせて、関係者からの

意見があれば収集して委員長に報告し、委員長の了承を得たものをフォローアップ委員会の

決定事項とする。 

５）フォローアップ委員会の決定事項について、各委員及び関係者に報告する。 

 

４．次回のフォローアップ委員会での持ち回り審議結果の報告 

持ち回り審議を行ったときは、審議の経緯及び結果を次回のフォローアップ委員会に報告す

る。 
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平成 30 年 11 月 3 日  

平成 30 年 11 月 5 日修正 

 

豊島廃棄物等処理施設撤去等事業の完了に向けての今後の対応と課題（提案）  

 

豊島廃棄物等処理事業フォローアップ委員会  委員長  

永田 勝也           

 

 本事業が適用を受けている産廃特措法の延長も平成 35 年 3 月に期限を迎える。現状での

上記期限までの目標は、別紙資料に示すように第 2 回豊島廃棄物等処理事業フォローアップ

委員会で承認の「豊島処分地における地下水浄化対策等に関する基本的事項」（以下、「基本

的事項」という）に記載された以下の事項である。 

「豊島処分地の地下水の水質をできる限り速やかに環境基準に到達させ、環境基準達成の確

認をすることを目標とするが、最低でも上記の産廃特措法の延長期限までに、処分地全域に渡

って地下水の水質を排水基準に到達させ、排水基準達成の確認をし、高度排水処理施設等の

撤去や遮水機能の解除、処分地の整地、専用桟橋の撤去等を完了させるものとする。」 

上記目標を達成するために、同じく「基本的事項」において香川県は以下のように最大限の

努力を行うこととしている。 

「上記の目標達成のため、香川県（以下「県」という。）は、地下水検討会の指導・助言・評価の

もとで適切な対策や調査等を実施するとともに、これまで以上に徹底した地下水及び雨水の管

理（対策の運用や計測等の管理を含む）を行うものとする。」 

 

こうした状況にあって、本事業の完了に向けての今後の対応と主な課題について整理した。

議論いただくことで共通認識の醸成に役立てたい。 

 

１. 今後の対応の概要  

今後の対応を、想定される概略工程として示したのが図１である。現在、豊島では地下水対

策と残余廃棄物の追加調査が行われており、直島では中間処理施設の解体・撤去と一部施設

の譲渡に関連する工事が進められている。 

図 1 では、前提として、豊島処分地での上述した平成 35 年 3 月までの最低限の目標の達成

を想定している。図中の工事等では、現場での実質的な概略工期や開始時期の予想年月を記

載しており、詳細に検討したものではない。また、この工期の前には、地元住民や自治体、漁協、

関係企業等との折衝及び発注仕様書の決定、入札業務の実施、実施計画書の作成・承認等

があり、半年ないし 1 年の期間が必要であろう。 

豊島処分地の全域の地下水について、その対策をより一層強化し、平成 33 年 9 月までには
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排水基準の到達を確認する。その後１年で同基準の達成を確認した後、排水処理施設等の解

体・撤去や遮水機能の解除、処分地の整地、専用桟橋の撤去等を実施する。これらの工事の

終了期限は平成 34 年 12 月までを想定している。 

地下水の排水基準到達後は、自然浄化により環境基準の到達を目指すが、この期間を 2 年

半程度と想定すると、その時期は平成 35 年 3 月となる。その後、同基準の達成の確認を経て、

本事業は完了する。 

直島では、中間処理施設の解体・撤去と一部施設の譲渡を平成 31 年 3 月までに実施し、そ

の後平成 31 年度には直島の専用桟橋の撤去を行う。これをもって直島側での工事等は完了

する。 

図 1 では、平成 35 年 3 月までの最低限の目標達成に対して 36 ヶ月ほどの余裕を設定して

いる。排水基準及び環境基準の達成の確認に要する期間は 1 年としており、このことに関して

は後の項で議論する。 

直島側の工事等は順調に進展しており、最低限の目標達成にネックとなるのは、豊島側での

地下水水質における排水基準の達成の確認である。 

平成 35 年 3 月までの最低限の目標の達成は、豊島側関係者（住民や漁協等）、直島側関

係者（町民、町役場、町議会、漁協等）、さらには香川県民、県議会、加えて事業の実施に協

力いただいた県内外の企業、環境省、公害調整委員会など関係者全員への香川県の重大な

約束と認識している。 

 

２. 今後の課題  

以下では時間の流れに沿って、主な課題を整理する。 

１） 地下水対策のより一層の強化とデータの収集・解析及びそれに基づく排出基準到達の確認

手法の確定  

現在、豊島では図２に示すように、A３及び B５、F１の局所的地点、Ｄ測線西側、つぼ掘り

拡張部の FG３４付近（区画⑲⑳㉔）及び北海岸付近（区画⑯㉑㉖）、さらには井戸側を設置

する区画（㉓㉗㉘㉜㉝㊲）の７地点で排水基準を超える地下水が検出されている。加えて深

い層での地下水調査では、かなりの区画で排水基準の超過が確認された。ただし、これらの

地点での排水基準を超える汚染質は、Ａ３のヒ素以外はトリクロロエチレン、1,2-ジクロロエチ

レン、クロロエチレン、ベンゼン、1,4-ジオキサンのＶＯＣ（揮発性有機化合物）系が主体であ

る。 

以上の地点では、それぞれ適切な浄化対策を実施あるいは計画中であり、とくにＤ測線西

側では集水井の設置工事を行っており、また深い層での高濃度汚染地点（②⑨㉚）では、優

先的に化学処理法による浄化を計画中である。 

上記の状況の中で、図１に示す想定では処分地全域での「排水基準の到達の確認」が約

２年後に迫った現在、以下のような課題が指摘されよう。 
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① 許容される期間も少ないことから、上記各地点では同時並行で現在、実施・計画中の対

策を迅速に進展させる。早期の効果の発揮に努め、それが不十分な場合には現行対策

の強化策や、より効果的な代替案を検討・実施する。 

② 対策の効果の把握には、これまで以上にテータの収集頻度を高めるとともに計測点の

増加を図り、より詳細な情報を取得する。これらの解析を通じて、より効率的な対策の実

施に繋げるとともに、その効果の予測手法の開発・確立に役立てる。 

③ 特にＤ測線西側に適用した集水井については、予測値を大幅に上回る集水量が得られ

ている。横ボーリング孔ごとの水量、水質を当分の間、詳細に計測・解析し、集水量の

増加の要因の解明とともに浄化予測手法を確立させる。 

④ また現状、化学処理法は上記の 3 高濃度汚染地点に適用するが、Ｄ測線西側での採

用も検討することとしている。今後、深い層に対しての適用の必要性も考えられ、早期に

その効果を把握するとともに、適用に当たっての具体的な工法等を検討しておくべきで

あろう。 

⑤ 豊島処分地全域での地下水の排出基準の到達ならびにその確認に関する規定（測定

点の空間配置や深度配置、測定項目やその頻度、予測式の活用等）は、地下水検討

会で策定することとなっている。平成 31 年度中には「策定」とそれのフォローアップ委員

会での承認までを実施する。 

⑥ なお、上述した集水井からの多量の水量処理に対しては、高度排水処理施設の容量で

は不足し、このため新たな処理装置の導入を検討しているが、早急に対応を進める必

要がある。 

 

２） 処分地全域における排水基準の達成の確認手法の確立と各種工事への対応  

処分地全域での排水基準の到達が確認された後は、同じく全域での同基準の達成の確

認が求められる。このための期間は、図１では１年と想定しているが、これまでの地下水検討

会（第 22 回排水・地下水等対策検討会平成 28 年 3 月 13 日承認）では、別紙資料のように

上記期間は以下の 2 年と設定されている。 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の

管理型最終処分場の廃止に係る技術上の基準として、『保有水等集排水設備により集めら

れた保有水等の水質が 2 年以上にわたり行った水質試験の結果、排水基準等に適合して

いると認められること』が挙げられており、豊島処分地の地下水についても、これに準拠して、

2年以上にわたり管理基準を満足していた場合、地下水等の浄化が確認されたこととする。」 

豊島処分地は、長期に渡り廃棄物を埋立処分した最終処分場ではなく、逆に不法に投

棄・埋立てられた廃棄物を長年に渡り掘削・撤去した地点である。したがって、上記でも規定

の”準拠”の用語が使用されている。 

この準拠した制度、すなわち「一般廃棄物の最終処分場および産業廃棄物の最終処分
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場に係る技術上の基準を定める省令」は、別紙に示すように、昭和 52 年に制定された後、

数次の改正がなされ、最終処分場の廃止基準項目は平成 10 年 6 月の改正で追加されたも

のである。改正・追加された時点では、最終処分場の廃止の例も少なく、十分な検討が行わ

れたとは思われない。またその後も、2 年の確認期間に関する妥当性は検証されていないと

思われる。 

こうした状況から、ここでは以下の理由により地下水について１年の排水基準達成の確認

期間を提案する。すなわち、(ｱ)豊島処分地は上記省令が適用される最終処分場には該当

しないこと、(ｲ)さらに準拠するとしてきた 2 年の確認期間は、その妥当性が十分に検討され

たものとはいえないこと。(ｳ)豊島事業は当初から“社会実験場”の視点も強調され、新たな

技術の適用やその有用性の実証等の技術革新を通して社会貢献も果たしてきたが、上記の

確認期間の短縮もその一つと考えられること、(ｴ)技術革新は、制約の壁を打破する強い動

機・意思がそれを生むことになるが、この事業では約束期間の遵守が、それに該当すること、 

などである。 

また、処分地全域おける地下水の環境基準達成の確認後、高度排水処理施設や専用桟

橋の解体撤去、遮水機能の解除、処分地の整地等に係る工事が予定さている。その事前

準備も含め、詳細な計画を立案しておく必要があろう。 

以上のような状況から、以下の課題を指摘しておきたい。 

① 豊島処分地全域での地下水の排出基準の達成ならびにその確認に関する規定（測定点

の空間配置や深度配置、測定項目やその頻度、予測式の活用等）も、地下水検討会で

策定することとなっている。平成３１年度中には「策定」とそれのフォローアップ委員会での

承認までを実施する。 

② その中では、これまで準拠してきた規定について制定時の状況やその後に廃止された最

終処分場の廃止基準項目に関する測定結果等を解析し、1 年の確認期間の可能性を検

討する。 

③ 1 年の確認期間であっても、その信頼性は、現状の 2 年と同等かそれを上回るものとす

る。このため、計測の頻度を高めるとともに予測式との合致度等に配慮することも必要で

あろう。 

④ 地下水の排出基準の達成後、当分の間存置させる装置、例えば集水井や簡易排水処

理装置等を選定するとともに、その存置期間を、平成 32 年度の初めまでには検討・決定

する。 

⑤ 高度排水処理施設の解体・撤去等の予定される各種工事について、事前準備も含め詳

細な工期・工程等を早期に把握しておく必要がある。 

⑥ とくに遮水機能の解除や処分地の整地については、豊島住民の要望もあろう。調整の期

間に十分に配慮した対応が必要であろう。 
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３） 処分地全域における環境基準の到達・達成の確認手法の確立と到達・達成の促進策の検

討・実施  

処分地全域において地下水の排水基準達成の確認がなされた後は、自然浄化によって

環境基準の到達を目指すことになる。地下水浄化に化学処理法を適用した地点では、環境

基準が達成されるかそれに近い濃度までの浄化が図れるものと想定され、比較的短期間に

環境基準の到達までに至る可能性もある。また、処分地の整地に当たって、比較的高度地

点への雨水の積極的な注入等の浄化促進策も採ることができよう。図 1 では、この期間を約

2 年半と想定している。環境基準の到達が確認された後、その達成を確認して本事業は完

了する。ただし、その後も沿岸海域での生態調査や豊島スラグ使用のコンクリート構造物の

モニタリング調査は継続して実施することになろう。 

環境基準の達成確認期間は、これまでの地下水検討会（第 23 回排水・地下水等対策検

討会 H28/4/24 承認）では、別紙に示すように以下の 2 年と設定されている。 

「自然浄化基準（注：後日「環境基準」に訂正）を満たすことの確認についても、水質の定期

モニタリングに関する国の通知等に準拠して、対策浄化基準（注：後日、「排水基準」に訂正）

と同様、豊島処分地の地下水については、2 年以上にわたり環境基準を満足していた場合、

地下水の最終的な浄化が確認されたこととする。」 

ここで準拠している規定は、別紙資料に示す「水質モニタリング方式効率化指針の通知に

ついて 平成 11 年 4 月 30 日」と「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドラ

イン（改訂第２版） 平成 24 年 8 月」である（ただし、後段のガイドラインでの準拠規定は、平

成 15 年の土壌汚染対策法の制定当時の環境省環境管理局水環境部長通知にも盛り込ま

れている。）ただし、豊島処分地は、水質の定期モニタリングの対象地点でもなく、また土壌

汚染対策の対象地点でもない。 

ここで地下水における環境基準の達成の確認期間について 1 年を提案するのは、第一に

技術革新へのチャレンジであり、”社会実験場”である豊島処分地を通しての社会貢献であ

る。 

以上を含め、以下の課題を指摘しておきたい。 

① 豊島処分地全域での地下水の環境基準の達成ならびにその確認に関する規定（測定点

の空間配置や深度配置、測定項目やその頻度、予測式の活用等）も、地下水検討会で

策定することとなっている。平成 34 年度中には「策定」とそれのフォローアップ委員会での

承認までを実施する。 

② その中では、これまで準拠してきた規定について制定時の状況やその後の動向を解析し、

1 年の確認期間の可能性を検討する。 

③ 1 年の確認期間であっても、その信頼性は、現状の 2 年と同等かそれを上回るものとす

る。このため、計測の頻度を高めるとともに予測式との合致度等に配慮する必要があろう。 

④ 環境基準の到達・達成の促進策は、処分地の整地工事と併せて実施する必要があり、
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その時点での集水井の活用等ととともに処分地の整地に関する計画立案の際に考慮す

る必要がある。 

⑤ 環境基準の到達へ至る初期の状態では、処分地での計測頻度を高め、その解析を行っ

て浄化の状況の早期の判断と追加的な浄化促進策の検討に繋げる必要があろう。 



 

 

 

※１土対法のガイドラインの規定に準拠 

H29/7～30/3 堆 積 物 の除 去 ・除 染 ・処 理

H30/3～31/3 施設の解体・撤去・譲渡 

予定 H32/10～33/9 全域での排水基準の達成の確認 

予定 H32/10～35/3 自然浄化での対応

予定 35/4～37/3 全域での環境基準の達成の確認 

H29/7～9 堆積物の除去・除染・処理 

H29/10～H30/1 第 Ⅰ期 の解 体 ・撤 去

H29/12～地下水対策の強化 予定～H32/9 全域で排水基準の到達の確認 

H29/4 H30/4 H31/4 H32/4 H33/4 H34/4 H35/4 H36/4 H37/4 

～H29/3/28 廃棄物の搬出完了 

～H29/6/12 廃棄物の処理の完了 

延長産廃特措法の期限 

豊 

島 

で 

の 

対 

応 

予定～35/3? 全域での環境基準の到達の確認 

直
島
で
の
対
応 

図１  事業完了までの流れ：想定   永田作成 

これ以降に処分地の

完全返還へ

予 定 H34/4 ～ 34/9 専 用 桟 橋 の 撤 去

予定 H33/10～H34/3 第Ⅱ期（排水処理設備等）の解体・撤去

予定 H33/10～H34/3 遮水機能の解除 

予定 H33/12～H34/9 処分地の整地 

予定 H31/4～31/9 専用桟橋の撤去 

H29/10？～H31/3?残余廃棄物の調査・掘削・処理 

平成 30 年 11 月 3 日現在 



㉚ ⑮
【浅部】○ 排水基準（又�環境基準）以下
【浅部】○ 排水基準超過 （一部の区画又�つぼ掘り部の超過を含む）

【深部】■ 排水基準（又�環境基準）以下
【深部】■ 排水基準超過

★ 岩着、★地下水なし
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図２ 豊島処分地での地下水汚染の概況 香川県作成








